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2 以下、品川芳宣「法人税性格論の史的考察」税大ジャーナル 2008 年 2 月号 28-38 頁、金子
宏『租税法（第 16 版）』（成文堂・2011 年）265-268 頁、を参考としている。


























4 ただし、当時の議論（明治 32 年 1 月 12 日日貴族院所得税法改正法律案特別委員会における
政府委員答弁）を見るに、所得税の前取りとして捉えるというよりは、感情の問題（法人・株
主の二段階で課税しない方が穏やかであるという趣旨）として捉えられている面があるようで
ある。朝永前掲注 3 327 頁
5 例えば最高税率が適用される個人の場合、法人段階で 100 の所得があったときには、35 の
法人税が課され、その後個人段階の配当 65 に対しては、税率 55％の 35.75 と、25％の税額控






















競争力を低下させるという理由で停止され7（昭和 26 年）、昭和 28 年には、個人の株式譲
渡所得課税の廃止、所得税の最高税率を 65％に引き上げること（配当税額控除の 25％は
据え置かれた）、清算所得課税の復活等、大きな改正がなされた。また、昭和 30 年には、





6 金子前掲注 2 295 頁
7 その後、昭和 29 年には同族会社に対する留保金課税制度が創設された。
- 10 -
り」と考える源泉課税的性格は、ここで崩壊したものとされている8。
昭和 32 年には所得税の最高税率が 70％に引き上げられ、軽減法人税率が適用される所
得額が 100 万円に引き上げられた。また、配当税額控除については 2 段階の控除率が設け
られるようになり、配当所得のうち 1000 万円以下の所得部分については 20％、1000 万
円を超える部分については 10％とされた9。
昭和 33 年には法人税の軽減税率適用所得が 200 万円に引き上げられ、税率が軽減部分
33％と通常部分 38％に変更された。その後昭和 36 年には、支払配当軽課法が採用され、
法人所得のうち、配当に充てた部分に対する法人税率が基本税率の約 3/4 に引き下げられ






その後、昭和 63 年 12 月の税制改正において、昭和 36 年に採用された支払配当軽課の
廃止が決定し、平成 2 年から完全実施された。これにより、わが国の法人支払段階での配
当二重課税調整は終了したものとされている。平成 2 年には同時に法人株主（25％未満支






8 品川芳宣「法人税性格論の史的考察」税大ジャーナル 2008 年 2 月号 33 頁
































10 以下、参考として金子前掲注 2 262-265 頁






















損金算入が認められている（措法 67 の 14、67 の 15）。
⑸ 二重税率方式（two-rates or split-rate system）
12 しかし、現行所得税法の配当控除では、配当所得額の 5％ないし 10％までの控除しか認め
られておらず（所 92）、所得税の税率によっては、二重課税の排除の程度が過剰あるいは不足

























方式では、受取配当にその 1/9 を加えた額を課税所得に算入し、算出税額から受取配当額の 1/9
を控除する方式が採られている。従来は 100％インピュテーションを採用していたドイツ・フ
ランスであるが、ドイツは 2000 年の税制改正において、受取配当の 1/2 を控除する制度に移
行した。さらに、ドイツでは 2009 年から、利子・配当・キャピタルゲインに対する一律 25％
の申告不要（分離課税）制度が導入されたことに伴い、個人株主段階における法人税と所得税









が仮の税額となり、法人税額 30 を控除した 10 が支払うべき税額となる。一方、②株主の限界

























































18 金子前掲注 2 263 頁





















































































20 最判昭和 37 年 12 月 18 日（民集 16 巻 12 号 2422 頁）
21 上原敏夫・池田辰夫・山本和彦『民事訴訟法（第６版）』（有斐閣・2009 年）70-72 頁




は 45 個（10C2 = 45）、100 名で共同事業を行う場合には 4950 個（100C2 = 4950）の契約関
係が必要となり、参加者が増えれば増えるほどこの契約の数が増加することとなるが、法

















































23 品川前掲注 19 83 頁






















される。また、例えば米国財務省が 1992 年に報告した CBIT（包括的事業所得税）構想27
等、課税ベースとして所得を中心に据えながらも、現行とは異なる新たな課税方式が提案
25 岡村忠生「法人課税の意味」『新しい法人税法』（有斐閣・2007 年）57-58 頁



































金子前掲注 2 261-262 頁
29 水野前掲注 12 312 頁



















































が無い（法法 4Ⅱ）。地方公共団体も、地方自治法 2 条 1 項において法人であると定められ











































































33 例えば会社法 3 条、一般法人法 3 条など。









神田秀樹『会社法（第 10 版）』（弘文堂・2008 年）6-7 頁、江頭憲治郎「会社の社団性と法人
性」ジュリスト増刊 会社法の争点（2009 年）8-9 頁





























の異議申し立て：会 627、利益配当制限：会 628 以下、持分の払戻しに関する債権者の異議申
立て：会 635 以下 など）また、出資についても、合同会社の場合は株式会社と同様に、設立
登記までに全額払込・全部給付を行う必要があり（会 578）、ここにも無限責任社員が存在し
ないことに対する債権者保護の要請が果たされているものといえる。



















































































42 最判昭和 47 年 6 月 2 日民集 26 巻 5 号 957 頁
43 内田前掲注 32 230 頁
44 金子前掲注 2 139 頁。
45 福岡高裁平成 2 年 7 月 18 日判決、最判平成 16 年 7 月 13 日民集 214 号 751 頁 など。




















































































































53 投資事業有限責任組合契約に関する法律 3 条 1 項において、株式・新株予約権の取得・保































55 経済産業省「有限責任事業組合契約に関する法律について」（平成 17 年 6 月）
56 業務執行の一部のみであれば、委任することもできるとされている（有組法 13Ⅱ）
57 「その性質上組合員の責任の限度を出資の価額とすることが適当でない業務」については、
公認会計士による監査証明業務（同法施行令 1 条 1 号）や弁護士による法律事務の取扱い（2
号）等の公的資格者による専門業務が挙げられており、「組合の債権者に不当な損害を与える
恐れのある業務」には、宝くじ、馬券等の購入の投機的行為が挙げられている（同法施行令 2



















ばその都度、各組合員の所得計算が行われるのが原則であるが（法基通 14-1-1 の 2 本文、

































59 五枚橋實「組合事業の所得計算について－平成 17 年度税制改正を踏まえて－」租税研究











受取配当益金不算入 ○ ○ ×
所得税額控除 ○ ○ ×
引当金の繰入 ○ × ×











































㊁ 平成 17 年 10 月 27 日名古屋高裁判決（平成 16 年（行コ）48 号）
平成に入ってからは、リースを利用した租税回避に関する重要な裁判例がいくつか出さ













62 映画フィルムリース事件（パラツィーナ事件、大阪地判平成 10 年 10 月 16 日、大阪高判平
成 12 年 1 月 18 日、最判平成 18 年 1 月 24 日）や、航空機リースにつき、名古屋地判平成 16



















算入することができないこととされた（措法 27 の 2Ⅰ）。これは、有限責任事業組合の組
合員については、共同事業要件があるため特定組合員には該当しないが、その有限責任性
から税務上も出資額までしか損失を負担させないとする意図のものであると考えられる。







分を自ら執行する組合員以外のものをいう。（措法 41 の 4 の 2Ⅰ、措令 26 の 6 の 2Ⅰ）なお、
組合員が法人である場合には、上記「」の中に匿名組合の組合員が含まれる（措法 67 の 12Ⅰ・
Ⅲ①、措法 39 の 31Ⅱ）。
65 出資の価額に組合事業から生ずる各種所得の合計額を加え、そこから組合からの分配額の合




として計算される金額（措法令 39 の 31Ⅴ）を超える部分は損金不算入とするものとされ
た（措法 67 の 12Ⅰ）。ただし、法人組合員の場合には、損金不算入とされた組合損失額は
翌期以降の事業年度に繰り越され、以降の事業年度で生じた組合利益額を限度として損金
算入することができる（措法 67 の 12Ⅱ）ため、個人の場合とで取扱いが異なっている。
法人が有限責任事業組合の組合員である場合には、所得税の規定と同様に、調整出資金額











































































































































































71 水野前掲注 12 342 頁























73 裁判例としては、東京地判平成 17 年 9 月 30 日（平成 15 年（行ウ）第 529 号）、東京高判






日税研論集 55 号（2004 年）
74 赤松晃「日蘭租税条約の「その他所得」に該当する匿名組合契約の利益の分配－ガイダント




















































































る。法人税法 12 条 1 項には、「信託の受益者は当該信託の信託財産に属する資産・負債を
有するものとみなし、かつ、当該信託財産に帰せられる収益・費用は当該受益者の収益・
費用とみなす」とする規定がなされており、現在でも原則として発生時受益者課税が貫か























する外国投資信託、委託者が実質的に多数でないもの80を除く。）をいう（法法 2 条 26 号）。
貸付信託等がこれに該当する。
㊁のうちの証券投資信託とは、投資信託及び投資法人に関する法律に規定する証券投資
信託及びこれに類する外国投資信託をいい（法法 2 条 27 号）、公社債投資信託も含むもの
である（法法 2 条 28 号）。
㊂の特定受益証券発行信託とは、信託法上の受益証券発行信託（信 185 以下）のうち、








79 金子前掲注 2 430 頁
80 具体的には、委託者が一人の場合、あるいは委託者の全てが判定対象委託者の親族や使用人、

















② 長期（信託期間 20 年超）の自己信託等
③ 損益分配等の操作が可能である自己信託等
Ⅳ 投信法 2 条 3 項に規定する投資信託（集団投資信託に該当しないもの）










税法、所得税法の規定が適用される（法法 4 条の 6Ⅰ、所法 6 条の 2Ⅰ）。
法人課税信託の基本的な課税方法は、以下のとおりである。まず委託者は、その有する
資産を信託した場合に、法人課税信託に係る受託法人に対する出資があったものとされ（所
81 金子前掲注 2 389 頁
- 53 -
法 6 条の 3⑥、法法 4 条の 7⑨）、法人課税信託の受託者はその信託財産等につき、固有財
産から生ずる所得とは区別して法人税が課されることとなる（法法 4 条の 6Ⅰ）。法人課税
信託の収益の分配については、「資本剰余金の減少に伴わない剰余金の配当」であり、法人
課税信託の元本の払戻しは「資本剰余金の減少に伴う剰余金の配当」とみなされる（所法
6 条の 3⑧、法法 4 条の 7⑩）。受託法人は会社とみなされ、法人課税信託の受益権は株式











































































法 4 条の 6Ⅰ）、信託終了時（目的不達成等の信託の終了原因（信 163 各号）に該当する
場合など）には、法人課税信託に係る受託法人の解散があったものとみなされる（所法 6
条の 3⑤、法法 4 条の 7⑧）。一方、受益者等が存することとなった場合には、受益者等へ
の受益権の移転が行われることとなり、「受益者等が存在しない信託」には該当しないこと
85 一方で信託型の従業員持株制度（俗に日本版 ESOP と呼ばれるもの）においては、帰属権
利者を導入企業（委託者）と定めること、あるいは財産の帰属者を定めないことにより、委託
者を「みなし受益者」として法人課税信託を回避するスキーム作りが行われているようである。
参考：日本公認会計士協会 租税調査会研究報告第 23 号「事業体に対する課税形態と実務上の
問題点について」より








があったものとみなされる（所法 6 条の 3⑤、法法 4 条の 7⑧）。解散に係る清算時の法人
税課税がなされないよう、受託法人は当該受益者に対しその信託財産を直前の帳簿価額で























































財務省 HP「平成 19 年度改正関係参考資料（
















































法人課税信託に該当する（法法 2 条 29 号の
である場合」とは、特殊関係者に対する収益
その他の者がその裁量により決定することができる









































































90 髙橋前掲注 30 103-104 頁
































































96 大矢昇太・福田充宏編『SPV の会計・税務・監査』（中央経済社・2011 年）52 頁






















































99 例えば、受取配当益金不算入の規定が適用されないこと（措法 67 の 14Ⅱ、Ⅵ）中小法人に
対する優遇措置の不適用（措法 67 の 14Ⅱ、Ⅲ）など。
100 大矢前掲注 96 195 頁
101 大矢前掲注 96 196 頁、225 頁











































































































に該当するかが問題となった事案において（さいたま地裁平成 19 年 5 月 16 日判決）、ま

























































109 森信茂樹「新たな事業体と組合税制」フィナンシャル・レビュー69 号（2003 年）129 頁
- 71 -









れる。なお、S 法人について、株主に外国籍の者がいる場合にはそもそも S 法人となるこ
とを選択できないため、日本人構成員がいる場合の問題は生じない。
⑵ リミテッド・ライアビリティー・カンパニー（LLC）














110 平野嘉秋『Q&A による LLP/LLC の法務・税務・会計』（税務研究会出版局・2005 年）
111 伊藤前掲注 1 403 頁






























114 国税不服審判所平成 13 年 2 月 26 日採決、さいたま地裁平成 19 年 5 月 16 日判決（平成






ーシップ法（The Uniform Partnership Act：UPA）」が一時は、ルイジアナ州を除く全州
で採用されていた。しかし、1992 年に「改訂統一パートナーシップ法（The Revised


















り、今後の展開が注目される所である。大阪地裁判決（平成 22 年 12 月 17 日）において
115 江頭憲治郎「「外国会社」とは何か－持分会社に相当するものの場合－」早稲田法学 83 巻
4 号（2008 年）12-13 頁
116 伊藤前掲注 1 399-400 頁
117 米国税制上、パートナーシップもチェック・ザ・ボックス制度の対象となり、納税者が選
択すれば、パートナーシップを課税主体とする取扱いも認められる。





























119 大澤麻里子「デラウェア州 LPS が我が国の租税法上の「法人」に該当しないとした例」ジ



























































































































































・岡村忠生「これからの法人課税と税法学の課題」税研 146 号（2009 年）
・岡村忠生「法人課税の意味」『新しい法人税法』（有斐閣・2007 年）
・岡村忠生・渡辺徹也・髙橋祐介『ベーシック税法（第３版）』（有斐閣・2008 年）










・金子宏「任意組合の課税関係」税研 21 巻 4 号（125 号・2006 年）
・神田秀樹『会社法（第 10 版）』（弘文堂・2008 年）
・五枚橋實「組合事業の所得計算について－平成 17 年度税制改正を踏まえて－」租税
研究（2006 年 5 月）
・近藤光男『商法総則・商行為法（第５版）』（有斐閣・2006 年）
・酒井克彦「米国 Limited Liability Company からの分配金に対する課税（１）－租




・品川芳宣「アメリカ LLC からの分配金の所得区分－アメリカ LLC は我が国の「法
人」か－」T&Amaster 2008 年 3 月
・品川芳宣『課税所得と企業利益』（税務研究会出版局・1982 年）




































・宮崎裕子「NY 州の LLC は租税法上の外国法人か」税研 148 号（2009 年）
・森信茂樹「新たな事業体と組合税制」フィナンシャル・レビュー69 号（2003 年）
・森信茂樹「新たな事業体と組合税制構築の論点」中里実・神田秀樹『ビジネス・タ
ックス』（有斐閣・2005 年）
・渡邉幸則「チェック・ザ・ボックス規則について」金子古稀『公法学の法と政策(上)』
- 83 -
（有斐閣・2002 年）
・渡辺裕泰「投資ファンドの課税」金子宏『租税法の発展』（有斐閣・2010 年）
・R.グード（塩崎潤訳）『法人税』（中央経済社・1959 年）
